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被告は，本準備書面において，原告らの平成29年7月3日付け準備書面（20)（以

下 f原告ら準備書面（20）」という。）における主張のうち，地震動審資ガイド I. 

3. 2. 3 (2）が規定する f経験式が有するぱらつきj の考慮（乙第52号証・ 3

ページ）を被告が意図的に無視している旨の主張（問書面第1・4ないし8ページ）

の誤りを指摘し（後記第 1），被告第 16準備著書面（ 5 1ページ）図 2 （「宮腰ほ

か（ 2015)J表6 〔乙第61号証11ページ〕の見渡しデータを断層面積一地

震モーメント関係のグラフに表示したもの）に関する原告らの求釈明（原告ら準備

書面（20）第4の2(3）ア，イ（ア）及び向（イ）・ 16ないし 19ページ）に対し，必要

と認める範囲で回答する（後記第2）。原告ら準備蓄面（20）における原告らのその

余の主張に対する被告の反論は，次回期日以降，追って行う予定である。

なお，略語等の使用は，本準備書面において新たに定義するもののほか，従前の

例による（本準備書面末尾に「略称語句使用一覧表Jを添付する。）。

第1 地震動審査ガイド I. 3.2.3(2）の f経験式が有するぱらつき』の考慮を

被告が意図的に無視している旨の原告らの主張は被告の主張安正解しないもの

であって理由がないこと

1 被告の主強要旨

(1）これまで繰り返し述べたとおり，地震動審査ガイド I. 3 . 2 . 3 (2) （乙

第52号証・ 3ページ）の「その際（中目的経験式が有するぱらつきも考慮

されている必要がある。j とは，原告らが主張する経験式そのものの修正を

求めるものではなく，経験式を用いて地震規模を設定する場合に，当該地域

の地質調査の結果等を踏まえて設定される震源断層に当該経験式を適用する

ことの適否（適用範囲）を確認、する際の留意点として，当該経験式とその前

提とされた観測データ（デ）タセット）どの問の希離の度合いを踏まえる必

要があること在意味するものである。したがって，当該経験式を用いて地震

規模を設定するに当たっては，「経験式が有するぱらつきJすなわち上記の
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;qt離の度合いを考慮する必要がある（被告第11準備書面第1の2 〔6ない

し10ページ〕，向第13準備蓄面第1の2 〔6ないし8ページ〕，同第1

4準備書面第1の2 〔6及び7ページ〕，同第 16準備書面第1の2 〔10 

ページ〕）。

このように，被告は，被告の上記主張の意味において， fその際・・・経験

式が有するばらつきも考慮されている必要がある。J旨主張しており，これ

が考慮される必要がないなどとは全く主張していない。被告は，原告らが主

張する経験式そのものの修正という意味で、の考慮については，上記地震動審

査ガイド I. 3. 2. 3 (2）の記載内容を正解したものではなし、から，かか

る考慮は不要である旨主張しているにすぎない。

(2）以上のように，地震動審査ガイド I. 3. 2. 3 (2）の記載内容について，

原告らが主張する経験式そのものの修正という意味での考慮は，そもそも不

要である。その上で，被告は，被告第16準備書面第1の3ないし5 ( 1 1 

ないし19ページ）において，基準地震動の策定においては，単なる平均的

な地震動をそのまま基準地震動として採用するのではなく，「断層モデルを

用いた手法による地震動評価j に当たって，基本震源モデ、ノレが保守的に策定

されるこどや，地震動の評価過程に伴う不確かさの考慮がされ，何重にも保

守的（安全側）に評価することが予定されていることから，「原告らが主張

するように，関係式（経験式）によって算出される地震モーメントMoを修

正しなかったとしても（中略）基準地震動が保守的に設定されることが予定

されていることからすれば，イ可ら不合理ではない。Jと主張したものである

（問準備書面第1の5(2）・ 18ページ）。

2 原告らの主張の誤り

(1）原告らは，「原告らが主張するように，関係式（経験式）によって算出さ

れる地震モーメントMoを修正しなかったとしても（中路）基準地震動が保

守的に設定されることが予定されていることからすれば，イ可ら不合理ではな
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い。」という被告の前記1(2）の主張に対し，被告の従前の主張とは異なり，

①被告は，地震動審査ガイドが規定する「ぱらつきの考慮」をする必要がな

いと言い切り， fぱらつきの考慮jの概念を意図的に無視している，②経験

式の「ぱらつきの考慮Jは「不確かさの考慮j とは別物であって，「不確か

さの考慮j を行うことなどで基準地震動が保守的に設定されることが予定さ

れているから経験式の「ばらつきの考慮j はしなくてよいということはあり

得ないなどと主張する（原告ら準備書面（20）第1・4ないし8ページ）。

(2）しかしながら，前記1において主張したとおり，被告は，地震動審査ガイ

ド「 I. 3 . 2 . 3 (2) Jの「経験式が有するばらつき」を考慮する必要が

ないなどとは何ら主張しておらず，これを考慮した上で，基準地震動策定に

おいては，基本モデノレを保守的に設定し，かっ，各種の不確かさをも考慮し，

基準地震動が保守的に設定されていることが予定されている旨主張するもの

である。

したがって，原告らの上記主張は，被告の主張を正解しないものというほ

かなく，何ら理由がない。

第2 「宮腰ほか（2015）』（乙第61号証）や被告第16準備書面（5 1ペ

ージ図2)Iこ意図的なデータ操作などは一切ないこと｛原告ら準備書箇（20）第

4の2(3）〔16ないし20ページ〕における求釈明への回答）

1 はじめに

被告は，原告らが，短周期レベルの算出に当たり， f壊ほか式」と比べて f片

岡ほか式jの方がより日本の地震の特徴が反映されているなどとして，「壇ほ

か式」ではなく，「片岡ほか式Jを用いるべきであると主張したこと（原告ら

準備書面（17）第6 〔24及び25ページL原告ら準備書面（18）第3 はない

し18ページ〕）に対し，① f壇ほか式Jは地震データに基づく実態に即した

ものであること，②日本の地震と海外の地震とでスケーリング良ljに違いはない
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こと，③原告らの主張は「壇ほか式Jの適用範囲を無視したものであること，

④強震動予測レシどはアスベリティ面積比が大きくなる場合等における手順を

的確に示していることなどから，原告らの上記主張には理由がない旨反論した

（被告第 16準備書面第3 〔52ないし59ページ〕）。

以上の被告の反論のうち，原告らは，特に上記②の根拠として指摘した「宮

腰ほか（2015）」の地震データについて，意図的に操作されている可能性

があるなどと主張し，これに関連した求釈明をしている（原告ら準備書面（20)

第4の2(3) ( 1 6ないし 20ページ〕）ことから，被告は，上記求釈明に対

し，必要と認める範囲で回答する。

2 求釈明に対する回答

(1)求釈明事項1 （日本と北米の地震のスケーリング則が異なるとした「入倉

ほか（ 1993)Jにおける見解が，「宮腰ほか（ 2015）」において園内

外の地震スケーリング則には違いがないとする箆解に変更された理由）

ア求釈明事項

「宮腰ほか（ 2015）」（乙第61号証）において，国内外の地震ス

ケーリング郊には違いがない旨の記載があるが，その著者の一人である入

倉氏は，「地震断層のすべり変位量の空間分布の検討J（申第 15 1号証

・29 2ページ。以下 f入倉ほか（ 1993)J という。）において，北

米大陵の地震と比較して，日本の地震の破壊面積は小さく，平均すべり量

は大きいと結論づけていたのであるから，被告は，この結論がどのような

理由で誤りであったかを明らかにすべきである（原告ら準備書面（20）第4

の2(3）ア・ 16及び17ページ）。

イ回答

(7）まず，一般論として，およそ科学技術というものは，将来にわたって

不変であるということはあり得ない。ある時点において，最新のデータ

に基づいて導かれた結論は，その時点において最新の知見となるものの，
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それ以降，新たなデータや知見等が蕎積されていけば，それらを踏まえ

て，より信頼性の高い最新の科学的・技術的知見に更新されていくもの

である。

（イ）地震に隠していえば， f入倉ほか（ 1993)Jは， 19 9 5年の兵

庫県南部地震以前に執筆されたものであるどころ，日本においては，同

地震を契機として，それまで必ずしも十分とはいえなかった地震観測織

が全国に整備され，収集される地震観測記録の量が飛躍的に増加し，そ

の質も向上した。この点については，「宮腰ほか（ 2015）」（乙第6

1号証）においても， r1 9 9 s年以前の地震については，強震観測網

が貧弱で、地震学的情報が必ずしも十分には取得できなかったため，地震

モーメントや断層破壊域の推定が地震直後の地表断層調査や測地学的な

情報から間接的に推定されている場合が多かった。J（同号証・ 1ペー

ジ）， r1995年兵庫県南部地震以降，閣内では強震観測網（中略）

が整備され，強震動記録を用いた震源インバージョン解析による断層面

の不均質すべり分布の結果が数多く蓄積されてきた。得られた不均質す

べり分布に対して，一定の規範に基づいて震源パラメータが推定され，

それらのパラメータと地震規模の関係の回帰分析により，震源スケーリ

ング則の評価がなされるようになった。J（同号証・ 2ページ）と述べ

られているところである。

そして，「宮腰ほか（2015)Jにおいては， f§:t見的・微視的震源

パラメータのスケーリング則は，用いるデータベースの取得状況（ある

いは年代）や震源インバージョン解析の進展に依存している可能性が考

えられる。このため，本研究で得られた 19 9 5年以降の内陸地殻内地

震の震源ノfラメータのスケーリング則と 19 9 5以前（ママ）のデータで得

られた経験的関係式をできる限り同一の条件で比較できるように， 1 9 

9 5年以降に園内で発生した内陸地殻内地震（Mw5. 4～6. 9）を対
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象に震源インバージョン結果を収集・整理し，震源断層の巨視的・微視

的パラメータのスケーリング則の再評価を行う。J（同号証・ 2ページ）

と述べられている。すなわち，「宮腰ほか（ 2015)Jは， 19 9 5 

年以降に得られた新しいデータ等を踏まえて過去の地震のスケーリング

則を検証・再評価することを目的とした論文である（同号証・ 10ない

し12ページ参照）。

（ウ）このように， f入倉ほか（ 1993）」（甲第 15 1号証）は，地震学

的情報が現在と比べて必ずしも十分ではなかった時代におけるデータ等

に基づいて執筆されたものであるところ，［宮腰ほか（ 2015)Jま

での約22年の荷に， 1 9 9 5年兵庫県南部地震が起きたことなどを契

機として信頼性の高い地震観測データや地震学に関する知見が大幅に蓄

積された。 f宮腰ほか（ 2015）」は，より信頼性の高い上記のデー

タ等に基づいて再検討し，その結果，「入倉ほか（ 1993）」におけ

る，北米大陸の地震と比較して，日本の地震の破壊面積は小さく，平均

すべり量は大きいとの結論を更新し，国内外の地震スケーリング則には

違いがないと結論づけたものである。

（エ）以上のとおり，「入倉ほか（ 1993)Jの結論と f宮腰ほか（ 2 0 

1 5）」の結論とが呉なるのは，新たなより信頼性の高いデータ等が蓄

積され，これらのデータ等に基づいて再検討されたことによるものであ

って，後者の結論は，現在の最新のデータ等に基づく信頼性の高いもの

というべきである。

(2）求釈明事項2 （「宮腰ほか（ 2015）」（乙第61号証）の地震データが

意図的に操作されたものではないこと）

ア求釈明事項

「宮腰ほか（ 2015)J （乙61）において，国内外の地震スケーリン

グ則には違いがない旨の記載がなされているが，かかる見解の基礎となっ
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た地震データ自体が，日本の地震と海外の地震とでスケーリング則に違い

はないとの結論を導くべく意限的に操作されている疑いすらある。原告ら

が指摘する地震データについて，それらが意図的に操作されたものではな

いという理由等を明らかにするべきである（原告ら準備書記（20）第4の2

(3）ア・ 16及び17ページ）。

イ回答

前記アの原告らによる求釈明事項2は， f宮腰ほか（ 2015)J表6

（乙第61号証・ 11ページ）の地震データを念頭においているものと思

われる。

確かに，上記表6の地震データの値の一部については誤りがあったが，

「宮腰ほか（ 2015)Jの著者らは，平成29年5月30日， f日本地

震工学会論文集」に正誤表（日本地震工学会論文集Vol.1 7〔20 1 7〕，

以下「宮腰ほか（2015）正誤表」としづ。乙第85号証）を公表し，

「一部の地震の断層幅（W）と震源断層面積（S）に誤りがありましたこ

どをお詫びいたします。下記のとおり訂正いたします。」とした上で，上

記表6の19 4 8年福井地震（No. 4 a ）の断層幅（W）及び震源断層

面積（S）並びに 19 4 5年三河地震（No.1 0 a ）の震源断層面積（S)

の各値を訂正している。このように，著者ら自らが誤りがあったと述べた

上で値を訂正していることからすれば，宮腰ほか（2015）表6の数値

の誤りは，意図的なデータ操作ではなく，単なる誤記であることが明らか

である。

さらに，「宮腰ほか（ 2015)J （乙第61号証）は，震源インパージ

ョン結果を収集・整理し，それらのデータ等を用いて，最終的には図 9（向

号証・ 12ページ）において，震源断層長さ（Lsub）と地震モーメン

ト（Mo）の関係を整理し，そのLsub-Moの関係から，国内外の地

震スケーリング員ljには違いがないと結論づけているところ（同号証10及

n
L
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び11ページ）, r宮腰ほか（2015）正誤表J（乙第85号証）では，

震源断層長さ（Lsub）に誤りがあったとされておらず，震源断層長さ

(Lsub）には訂正がないから，「宮腹ほか（ 2015)J表6の誤記

部分は， Lsub-Mo関係、を検討することにより導き出された上記結論

を左右するものではない。したがって，上記の結論を導くために，地震デ

ータを意図的に操作しているなどどいうことはあり得ない。

以上より，宮腰ほか（ 2015) （乙第61号証）の地震データが意図

的に操作されたものではないことは，明らかである。

(3）求釈明事項3 （被告第 16準備書箇〔51ページ〕図2において，「 19 

48年福井地震jの断層面積を，「宮腹ほか（ 2015）」表6の「S=6

0 0」ではなく「S=300」を用いた理由）

ア求釈明事項

「宮腰ほか（2015）」表6 （乙第61号証・ 11ページ）のうち， ri 

9 4 8年福井地震J(No. 4 a ）の断層面積（s）について，引用文献

である「菊池・他（ 1999)Jにおいては「S=300Jと明記されて

いるところ，「宮腰ほか（2015）」では何の説明もなく fS=600J

とされている。この点，被告第16準備書面（5 1ページ）図2において，

「宮腰ほか（2015）」表6の見直しデータを断層面積一地震モーメン

ト関係のグラフに表示するとしながらも，同図では，「宮腰ほか（2 0 1 

5 ) Jの地震データ fS=600Jではなく，「菊池・他（ 1999)Jの

地震データ「S=300 j を使用していることから，被告において，「宮

腰ほか（ 2015)Jの地震データを用いなかった理由を明らかにされた

い（原告ら準備書面（20）第4の2(3）イ（ア）・ 17及び18ベ｝ジ）。

イ回答

被告は，第16準備書面（ 5 1ページ）図2において， 19 4 8年福井

地震について，断層面積を 300km2としているが，「宮腰ほか（ 2 0 

13 



1 5）正誤表J（乙第85号証）においても， 19 4 8年福井地震（No.

4 a ）の断層面積（s）を60 0 km  2 （［誤】）から 30 0 km  2 （［正］）

に訂正しており，上記図2における断層面積（S) 300km2は，上記

訂正後の正しい断層面積（s）に合致したものである。

被告が上記の誤りに気づき， 19 4 8年福井地震について，断層面積

(S）ニ 300km2の地震データを用いたのは，次の理由からである。

まず， f宮腰ほか（ 2015)J （乙第61号証）は，「入倉（ 2014）」

（乙第57号証）と同ーの著者3名による論文であり，かっ，題名，内容

及び構成もほぼ同様であることから， f入倉（2014）」（乙第57号証）

の続編と位置づけられる（被告第16準備書面第2の5(4）イ（了）・ 48ペ

ージ）。これを踏まえ，被告は， f宮腰ほか（ 2015)Jにおける「入倉

(2014）」からの変更箇所を検討したところ， 19 4 8年福井地震（N

o. 4 a ）の断層幅（W）について，「入倉（ 2014)J表5 （向号証

. 1 5 3 2ページ）の 10 k mが，「宮腰ほか（2015)J表6 (No. 

4 a ）（乙第61号証・ 11ページ）では20 k mfこ変更され，震源断層

面積（s）についても， j二記表5の300km2が，上記表6 (No. 4 

a ）では600km2に変更されていることを確認、した。しかし， f宮腰

ほか（ 2015)J表6の「Wニ20 k mJ及び「S=600km2Jの

値について，仮に「入倉（ 2014)Jから変更を加える意図があれば，

後記（4）イ（ 1 4ないし 16ページ）において述べるとおり，表中に＊を

記載し注釈を付すなどしてその根拠を明記するものど考えられるところ，

上記表6の上記各値には何ら注釈が付されておらず，「宮腰ほか（ 2 0 1 

5）」の本文中にも， 1 9 4 8年福井地震の断層幅（W）や震源断層面積

( s）について特に修正等をした旨の記載はなかった。

以上のことから，被告は，「宮腰ほか（ 2015）」の著者らが，「入倉

(2014)Jにおける評価（WニlOkm, S=300km2）を変更
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する意図はなく，「宮腰ほか（ 2015）」の上記各値は誤記であると判

断し，被告第16準備書簡（5 1ページ）図2において， 19 4 8年福井

地震につき，断層面積（S)=300km2 (Lsub=30k mとW=

lOkm の積）として赤色の・を表記したものである。

そして，以上の検討が正しいことは，上記のとおり「宮腰ほか（2 0 1 

5）正誤表」からも裏付けられている。

(4）求釈明事項4（被告が，被告第16準備書面51ページの図2において，「1

945年三河地震Jの断層面積を， f宮腰ほか（ 2015)J表6の fS=7 

50」ではなく，「8=375」を用いた理由）

ア求釈明事項

「宮腰ほか（2015）」表6 （乙第61号証・ 11ページ）のうち， r1 

9 4 5年三河地震J(No. 1 0 a ）については，引用文献である fKikuch

i et al. ( 2 0 0 3）」において，断層長さ fLsub=20J，断層幅「W

ニ 15 J，断層面積「S=300」とされているところ， f宮腰ほか（ 2 0 

1 5）」では何の説明もなく「Ls u b = 2 5 J, rw= 1 5 J，「Sニ 75 0 J 

に変更されている。この点，被告は，被告第16準備蓄面（5 1ページ）図

2において， fsニ 75 0 j ではなく fSニ 37 5 Jを使用していることか

ら，被告において，「宮腰ほか（ 2015)Jの断層面積「S=7501で

はなく，「S=375J という数値を用いた理由，また，被告において，「宮

腰ほか（ 2015）」の断層面積「Sニ 75 0」が誤っていると判断したの

であれば，併せて，引用文献である「Kikuchiet al. ( 2 0 0 3) Jの断層面

積「Sニ 300jを使用しなかった理由を明らかにされたい（原告ら準備書

面（20）第4の2(3）イ（イ）・ 18及びl9ページ）。

イ包答

まず，被告は，被告第 16準備書面（5 1ページ）図2において， 19 4 

5年三河地震について，断層面積（s）を 375km2としているところ，

p
h
U
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f官腰ほか（ 2015）正誤表」（乙第85号証）においても， 1 9 4 5年

三河地震（No. lOa ）の断層面積（S）を 75 0 km  2 （［誤】）から 3

7 5 km2 ([lE］）に訂正しており，上記図2における断｝書面積（s) 3 7 

5 km2は，上記訂正後の正しい断層面積（S）に合致したものである。

被告が上記の誤りに気づき， 19 4 5年三河地震の断層面積（S)= 3 7 

5 km2の地震データを用いた理由は，次のどおりである。すなわち，被告

は，「宮腹ほか（2015）」における f入倉（2014）」からの変更箇所

を検討したところ， 19 4 5年三河地震の断層長さ（Lsub）について，

「入倉（ 2014)J表5 （乙第57号証・ 15 3 2ページ）の 20kmが，

f宮腰ほか（ 2015)J表6 (No. 1 0 a ）（乙第61号証・ 11ペー

ジ）では25 km［こ，断層面積（s）について，上言己表5の300km2が

j二記表6では750km2に変更されていることを確認したが，断層隔（W)

1 5 km｛こは変更がなかった。

そして，断層面積（s）が断層長さ（Lsub）と断層幅（W）の積であ

り，上記表6のLsub=25k mとW=15kmの積が 375km2であ

ることからすると，「宮腰ほか（ 2015)J表6 (No. lOa ）に記載

された断層面積（S)=750km2が誤記であることは明らかであった。

また，断層長さ（Lsub）が 25 km［こ変更されたことについては，「宮

腰ほか（ 2015）」表6では r* s Jの注記が付されており，「＊ 3 Jに
示された引用元論文 rFinite-SourceRupture Model DatabaseJにおいては，

1 9 4 5年三河地震の断層長さ（Length）が25kmとされていた（乙

第86号証）。さらに， f宮腰ほか（ 2015)J図9 （乙第61号証・ 12 

ページ）では19 4 5年三海地震（左から 2番目の赤・）がLsub=25 

k mのところ（同図縦軸の 20km 〔10 k mの一つ上の線〕と 30 k m 〔1

Ok mの二つ上の線〕の中間）にプロットされていた。

これらのことを踏まえ，被告は， f宮腰ほか（2015)Jの著者らが，「入
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倉（ 2014)Jで20kmと評価していた断層長さ（Lsub）を「宮腰

ほか（2015)Jにおいて 25 kmfこ変更したものと判断し，被告第 16 

準備書面（5 1ページ）図2において， r1 g 4 5年三河地震Jにつき，断

層面積（S)=375km2 (Lsub=25k mとW=15kmの積）と

して赤色の・を表記したものである。

そして，以上の検討が正しいことは，上記の f宮腰ほか（2015）正誤

表J（乙第85号証）からも裏付けられている。

3 小括

以上のとおり， f宮腰ほか（2015)J （乙第61号証）や被告第 16準備

書面（5 1ページ）図2に意図的なデータ操作などは一切なく，被告が同図に

用いた数値はいずれも合理的な根拠があるものであって，上記データ操作の可

能性などを指摘する原告らの主張には，何ら理由がない。

以上

ヴ

t’z
 



略称語句使用一覧表

事件名大阪地方裁判所平成24年（行ウ）第117号
発電所運転停止命令請求事件

原告 134名
被告国

略称 基 本 用 告関玄口

叡子

その者に発電用原子炉を設置する

2号要件
ために必要な技術的能力及び経理
的基礎があること（改正原子炉等規
制法43条の3の6第1項2号）

その者に重大事故（発電用原子炉
の炉心の著しい損傷その他の原子
力規制委員会規則で定める重大な
事故をいう。第43条の3の22第1
項において同じ。）の発生及び拡大

3号要件 の防止に必要な措置を実施するた
めに必要な技術的能力その他の発
電用原子炉の運転を適確に遂行す
るに足りる技術的能力があること
（改正原子炉等規制法43条の3の
6第1!頁3号）

発電用原子炉施設の位置，構造及
び設備が核燃料物質若しくは核燃
料物質によって汚染された物文は

4号要件
発電用原子炉による災害の防止上
支障がないものとして原子力規制委
員会規則で定める基準に適合する
ものであること（改正原子炉等規制
法43条の3の6第1項4号）

7月27日規制委員会資
平成28年7月27日原子力規制委

事ヰ
員会資料『大飯発電所の地震動に
係る試算の過程等について」

菓子

ICRP 国際放射線防護委員会
Lsub 震源断層の長さ
PRA 確率論的リスク評価

Somerville規範
「Somervilleet al.(1999)Jにおいてホ
されたトリミングの規範

あ

第4準備書面別紙3に列記する原子

安全審査指針類
力安全委員会（その前身としての原
子力委員会を含む。）が策定してき
た各指針
発電用軽水型原子炉施設に関する

安全設計審査指針 安全設計審査指針（平成2年8月3
0日原子力安全委員会決定）
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使用書面

第4準備書面

第4準備書面

第4準備書面

第15準備書面

第2準備書面
第16準備書面
第17準備書面

第16準備書面

第4準備書面

第1準備書面

ページ 備考

21 

22 

20 

11 

28 
23 
24 

41 

29 

13 乙4



設置許可申請書添付書類第八の仕
棟及び添付書類十における運転時
の異常な過渡変化及び事故の評価

安全評価上の設定時間
で設定した時間（「発電用原子力設

答弁書 23 乙3
備に関する技術基準を定める省令
の解釈について」における「適切な
値をとるような速度」についての解
説部分より）

発電用軽水型原子炉施設の安全評
安全評価審査指針 価に関する審査指針（平成2年8月 第1準備書面 19 乙20

30日原子力安全委員会決定）

安全余裕検討部会
制御棒挿入に係る安全余裕検討部

第1準備書面 34 
~ 

い
最高裁判所平成4年10月29日第

伊方最高裁判決 一小法廷判決（民集46巻7号117 第1準備書面 10 

4ページ）

入倉ほか（1993) 
入倉孝次郎ほか「地震断層のすべ

第18準備書面 9甲151
り変位量の空間分布の検討』

入倉孝次郎＝宮腰研＝釜江『強震
動記録を用いた震源インバージョン

入倉（2014) に基づく圏内の内陸地殻内地震の 第9準備書面 25 乙57
震源パラメータのスケーリング則の
再検討J

入倉孝次郎氏及びニ宅弘恵氏が執
入倉・三宅式（2001) 筆した論文である「シナリオ地震の 第9準備書面 6甲96

強震動予測J
入倉氏 入倉孝次郎氏 第16準備書面 34 

つ

訴え変更申立書 原告らの平成25年9月19日付け訴 第3準備書面
えの変更申立書

4 

お
原子力規制委員会における大飯発

大飯破砕帯有識者会合 電所敷地内破砕帯の調査に関する 第3準備書面 26 
有識者会合

大飯発電所3号炉 関西電力大飯発電所3号原子炉 答弁書 4 
大飯発電所4号炉 関西電力大飯発電所4号原子炉 答弁書 4 

最高裁判所平成17年12月7日穴

小田急大法廷判決
法廷判決（民集59巻10号2645

第2準備書面 9 
ページ）

か
原子力規制委員会設置法（平成24

第4準備書面で
改正原子炉等規制法 年法律第47号）附異1]17条の施行 第1準備書面 24 

基本用語を変更
後の原子炉等規制法
設置法附買1]18条による改正法施行
後の原子炉等規制法

第1準備書面か
改正原子炉等規制法

※なお，平成24年改正前原子炉等
第4準備書面 5ら基本用語を変

規制法と改正原子炉等規制法を特
段区別しない場合には，単に『原子

更

炉等規制法Jという。

片岡正次郎氏らが執筆した論文で
片岡ほか（2006) ある「短周期レベルをパラメータとし 第16準備書面 9甲157

た地震動強さの距離減衰式」

関西電力 関西電力株式会社 答弁書 4 
lき
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実用発電用原子炉及びその附属施

技術基準規則
設の技術基準に関する規則（平成2

第3準備書面 5 
5年6月28日付け原子力規制委員
会規則第6号）
実用発電用原子炉及びその附属施
設の技術基準に関する規則の解釈，

技術基準規則の解釈 （平成25年6月19日原規技発第1 第5準備書面 8乙46
306194号原子力規制委員会決
定）
経済産業大臣が，電気事業法40条
に基づき，事業用電気工作物が技

技術基準適合命令
術基準に適合していないと認めると

答弁書 10 
きにする事業用電気工作物の修
理，改造，移転，使用の一時停止，
使用の制限等の命令

実用発電用原子炉に係る発電用原
子炉設置者の重大事故の発生及び
拡大の防止に必要な措置を実施す

技術的能力審査基準 るために必要な技術的能力に係る 第10準備書面 7乙59
審査基準（平成25年6月19日原規
技発第1306197号原子力規制委
員会決定）

設置許可基準規則4条3項に規定 ¥ 

基準地震動
する基準地震動

第5準備書面 13 

耐震重要施設に大きな影響を及ぼ
基準地震動による地震力 すおそれがある地震による加速度 第5準備書面 16 

によって作用する地震力

基準津波
設計基準対象施設に大きな影響を

第5準備書面 28 
及ぼすおそれがある津波

基本震源モデル
震源特性パフメータを設定したモナ

第9準備書面 11 
Jレ
昭和62年の本件各原子炉の設置

｜日F-6破砕帯 許可申請時に推定されていたF-6 第8準備書面 5 
破砕帯
発電用原子炉施設に関する耐震設

旧耐震設計審査指針 計審査指針について（昭和56年7 第1準備書面 14 
月原子力安全委員会決定）

強震動予測レシピ
推本による「震源断層を特定した地

第16準備書面 10 
震の強震動予測手法J

行訴法 行政事件訴訟法 答弁書 4 
lナ

原告ら準備書面（1)
原告らの平成24年10月16日付け

第1準備書面 5 
準備書面（1) 

原告ら準備書面（2)
原告らの平成24年12月25日付け

第2準備書面 4 
準備書面（2)

原告ら準備書面（5)
原告らの平成26年3月5日付け準

第9準備書面 6 
備書面（5)

原告ら準備書面（6)
原告らの平成26年6月3日付け準

第6準備書面 4 
備書面（6)

原告ら準備書面(7)
原告らの平成26年9月9日付け準

第7準備書面 5 
備書面（7)

原告ら準備書面（8)
原告らの平成26年12月10日付け

第9準備書面 6 
準備書面（8)

原告ら準備書面（9)
原告らの平成27年3月12日付け準

第10準備書面 6 
備書面（9)

原告ら準備書面（10)
原告らの平成27年6月17日付け準

第10準備書面 6 
備書面（10)

原告ら準備書面（11)
原告らの平成27年6月23日付け準

第10準備書面 6 
備書面（11)
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原告ら準備書面（12)
原告らの平成27年9月11日付け準

第11準備書面 5 
備書面（12)

原告ら準備書面（13)
原告らの平成27年12月14日付け

第12準備書面 5 
準備書面（13)

原告ら準備書面（14)
原告らの平成28年3月17日付け準

第13準備書面 5 
備書面（14)

原告ら準備書面（15)
原告らの平成28年6月10日付け準

第14準備書面 5 
備書面（15)

原告ら準備書面（16)
原告らの平成28年9月9日付け準

第15準備書面 5 
備書面（16)

原告ら準備書面（17)
原告らの平成28年9月20日付け準

第15準備書面 5 
備書面（17)

原告ら準備書面（18)
原告らの平成28年12月16日付け

第16準備書面 8 
準備書面（18)

原告ら準備書面（19)
原告らの平成29年3月17日付け準

第17準備書面 7 
備書面（19)

原告ら準備書面（20)
原告らの平成29年7月3日付け準

第18準備書面 6 
備書面（20)

現状評価会合
大飯発電所3,4号機の現状に関す

第3準備書面 6 
る評価会合
平成25年7月3日付け「関西電力

現状評価書 （株）大飯発電所3号機及び4号機 第3準備書面 6乙35
の現状評価書J

原子力規制委員会等
原子力規制委員会及び経済産業大

第1準備書面 5 
臣

住民等に対する被ぱくの防護措置
原子力災害対策重点区 を短期間で効率的に行うため，重点

第2準備書面 18 
域 的に原子力災害に特有な対策が講

じられる区域

原子力発電工作物
電気事業法における原子力を原動

第4準備書面 18 
力とする発電用の電気工作物

原子力利用 原子力の研究．開発及び利用 第4準備書面 5 

原子炉格納容器の破損
炉心の著しい損傷及び原子炉格納
容器の破損又は貯蔵槽内燃料体等 第17準備書面 33 

等
の著しい損傷

原子炉制御系統
原子炉の通常運転時に反応度を翻

第5準備書面 34 
整する機器及び設備

原子炉設置（変更）許可
原子炉設置許可及び原子炉設置変

第4準備書面 20 
更許可
原子炉の通常運転状態を超えるよ
うな異常な事態において原子炉を未

原子炉停止系統 臨界に移行し，及び未臨界を維持す 第5準備書面 34 
るために原子炉を停止する機能を
有する機器及び設備
平成24年法律第47号Lよる改正

4第3準備書面で
原子炉等規制法 前の核原料物質，核燃料物質及び 答弁書

原子炉の規制に関する法律
略称を変更

、ー

後段規制
段階的規制のうち，設計及び工事

答弁書 7 
の方法の認可以降の規制

国会事故調報告書
東京電力福島原子力発電所事故調

第3準備書面 21 
査委員会・国会事故調報告書

し

事故防止対策 自然的条件及び社会的条件との関 第5準備書面
係をも含めた事故の防止対策

6 
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新！嘗モデルを用いた手法による地
震動評価に関する専門家を含めた

地震等基準検討チーム 発電用軽水型原子炉施設の地震・ 第9準備書罰 18 
津波に関わる規制基準に関する検
討チーム

基準地震動及び耐震設計方針に係

地震動審査ガイド
る審資ガイド（平成25年6月19日

第9準備書面 11 乙52
制原管地発第1306192号原子力規
委員会決定）
実用発電用原子炉及びその付属施

実用発電用原子炉施設 設 答弁書 5 

実用炉設置許可基準鏡
実用発電用原子炉及びその附属施

員IJ 設の位置，構造及び設備の基準に 第4準備書面 30 
関する規則
実用発電用原子炉の設置，運転等

実用炉則 に関する規則（昭和53年12.FI28 第4準備書罰 20 
日通商産業省令第77号）

島崎氏 島崎邦彦氏 第10準儀書面 6 
島崎氏が執筆した論文である「最大

島崎提言 クラスではない日本海『最大クラス』 第16準備書面 33 申152
の津波jにおける島崎氏の提言

島崎発表 島崎邦彦氏の発表 第10準備書面 6 

重大事故 炉心等の著しい損傷に至る事故 第5準備書面 5 

重大事故等
重大事故にきEるおそれがある事故

第5準備書面 7 
又は重大事故

重大事故等対策
重大事故の発生防止対策及び重大

第5準備書面 6 
事故の拡大防止対策
重大事故が発生した場合における

重大事故の鉱大防止対
自然的条件及び社会的条件との隣

策
係をも含めた大量の放射性物質が 第5準備書面 6 
敷地外部に放出される事態を防止
するための安全確保対策

豪大事故に至るおそれがある事故
（運転時の異常な過渡変化及び設

重大事故の発生防止対
計基準事故を除く。）が発生した場

策
合における自然的条件及び社会的 第5準備書函 6 
条件との関係をも含めた炉心等の
著しい損傷を紡止するための安全
確保対策

改正原子炉等規制法43条の3の2
3が規定する，発電用原子炉施設の
位置，構造若しくは設備が同法43
条の3の6第1項4号の基準に適合
していないと認めるとき，発電用原
子炉施設が開法43条の3の14の

使用停止等処分 技術上の基準に適合していないと認 第1準備書街 26 
めるときに，原子力規制委員会が，
原子炉設賞者に対し．当該発篭用
原子炉施設の使用の停止，改造，
修理又は移転，発電用原子炉の運
転の方法の指定その他保安のため
に必要な措置を命ずる処分

発電用原子炉設備に関する技術基
省令62号 準を定める省令（昭和40年6月15 答弁書 7 

日通商産業省令第62号）
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省令62号の解釈
発電用原子力設備に関する技術基

第3準備書面 19 甲56
準を定める省令の解釈について
大飯破砕帯有識者会合において確

新F-6破砕帯 認された旧F-6破砕帯とは異なる 第8準備書面 5 
位置を通過する新たな破砕帯

新規制基準
設置許可基準規則及び技術基準規

第3準備書面
6第4準備書面別

則等（同規則の解釈やガイドも含む） 紙参照
核原料物質，核燃料物質及び原子

審査基準等
炉の規制に関する法律等に基づく

第4準備書面 28 
原子力規制委員会の処分に関する
l審査基準等

関西電力株式会社大飯発電所の発
電用原子炉設置変更許可申請書

審査書案 (3号及び4号発電用原子炉施設の 第17準備書面 7甲164
変更）に関する審査書（案）（平成29
年2月22日原子力規制委員会）

発電用原子炉施設に関する耐震設
乙2。答弁書か

新耐震設計審査指針 計審査指針（平成18年9月19日原 第1準備書面 10 
ら略称を変更。

子力安全委員会決定）
す
推本 地震調査研究推進本部 第9準備書面 11 

震源断層を特定した地震の強震動
推本レシピ 予測手法（レシピ）（平成21年12月 第3準備書面 14 乙36

21日改訂）
せ

実用発電用原子炉施設の位置，構

設置許可基準規則
造及び設備の基準に関する規則

第3準備書面 4 
（平成25年6月28日付け原子力規
制委員会規則第5号）
実用発電用原子炉及びその附属施

設置許可基準規則の解
設の位置，構造及び設備の基準に

釈
関する規則の解釈（平成25年6月1第5準備書面 7乙44
9日原規技発第1306193号原子
力規制委員会決定）

設置法
原子力規制委員会設置法（平成24

第4準備書面 5 
年法律第47号）

そ
訴訟要件（1) 処分権限 答弁書 5 
訴訟要件（3) i損害の重大性， ii補充性 答弁書 5 
訴訟要件（4) 原告適格 答弁書 5 
た

「耐震設計審査指針の改訂に伴う関
西電力株式会社美浜発電所1号

耐震安全性評価に対す
機，高浜発電所3,4号機．大飯発

る見解
電所3号機， 4号機耐震安全性に 第1準備書面 30 乙23
係る評価について（基準地震動の策
定及び主要な施設の耐震安全性評
価）」に対する見解
耐震設計に係るエ認審査ガイド（平

耐震設計工認審査ガイド 成25年6月19日原管地発第1306第5準備書面 8乙47
195号原子力規制委員会決定）
発電用原子炉施設に関する耐震設

第1準備書面で
耐震設計審査指針 計審査指針（平成18年9月19日原 答弁書 20 

略称を変更
子力安全委員会決定）
武村雅之氏が執筆した論文である

武村（1998)
「日本列島における地殻内地震のス

第9準備書面 6甲97
ケーリング則一地震断層の影響お
よび地震被害との関連－J

内

dnt
 



短周期レベル
短周期領域における加速度震源ス

第16準備書面 8 
ベクトルのレベル
壇一男氏，渡辺基史氏．佐藤俊明
氏及び石井透氏が執筆した論文で

壇ほか（2001)
ある『断層の非一様すべり破壊モデ

第16準備書面 9甲163
ルから算定される短周期レベルと半
経験的波形合成法による強震動予
測のための震源断層モデル化」

ち
敷地内及び敷地周辺の地質・地質

地質審査ガイド
構造調査に係る審査ガイド（平成25

第5準備書面 7乙45
年6月19日原管地発第1306191
号原子力規制委員会決定）

と
東京電力 東京電力株式会社 第16準備書面 28 

ね

燃料体 発電用原子炉施設の燃料として使 第4準備書面
用する核燃料物質

25 

lま
平成26年2月12付け『関西電力株

破砕帯評価書 式会社大飯発電所の敷地内破砕帯 第8準備書面 5乙49
評価についてJ

発電用原子炉設置者
原子力規制委員会の発電用原子炉

第4準備書面 6 
の設置許可を受けた者

ひ

評価書案
関西電力株式会社大飯発電所の
敷地内破砕帯の評価について（案） 第3準備書面 32 乙39

ゐ、

福島第一発電所 東京電力株式会社福島第一原子力 第4準備書面
発電所

13 

’＼ 

発電用原子力設備に関する技術基
平成17年5号内規 準を定める省令の解釈について（平 第1準備書面 18 乙19

成17年12月15日原院発第5号）

平成24年改正前原子炉
平成24年法律第47号による改正

8答弁書から略称
前の核原料物質，核燃料物質及び 第3準備書面

等規制法
原子炉の規制に関する法律

を変更

平成24年審査基準
平成24年9月19日付けの審査基

第4準備書面 29 
準等

平成25年審査基準
平成25年6月19日付けの審査基

第4準備書面 29 
準等

lま
本件各原子炉 大飯発電所3号炉及び4号炉 答弁書 4 
本件各原子炉施設 本件各原子炉及びその付属施設 答弁書 4 

本件各設置変更許可申
関西電力が平成25年7月8付けで

E青 した本件各原子炉についての設置 第8準備書面 9 
変更許可申請
平成24年10月24日付けで原子力

本件シミュレーション
規制委員会が公表した原子力発電

第2準備書面 6 
所の事故時における放射性物質拡
散シミュレーション

み
宮腰研氏らが執筆した論文である
「強震動記録を用いた震源インバー

宮腰ほか（2015) ジョンに基づ、く圏内の内陸地殻内地 第16準備書面 24 乙61
震の震源パラメータのスケーリング
則の再検討J

宮腰ほか（2015）正誤 宮腰ほか（2015)（乙61）の表6の
第18準備書面 12 乙85

表 一部についての正誤表
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も
最高裁判所平成4年9月22日第二

もんじゅ最高裁判決
小法廷判決（民集46巻6号571

第3準備書面 8 
ページ）

ゆ

実用発電用原子炉に係る炉心損傷
防止対策及び格納容器破損防止対

有効性評価ガイド
策の有効性評価に関する審査ガイ

第17準備書面 27 乙80
ド（平成25年6月19日原規技発第
13061915号原子力規制委員会
決定）

ろ
炉心 発電用原子炉の炉心 第7準備書面 19 

発電用原子炉の炉心の著しい損傷

炉心等の著しい損傷
若しくは核燃料物質貯蔵設備に貯

第5準備書面 5 
蔵する燃料体文は使用済燃料の著
しい損傷
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